
施策分野Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大                                                                        

【基本的方向①】雇用等における女性の活躍推進とワーク・ライフ・バランス   

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

企業における 

女性の活躍 

推進 

・働き方の見直しやワーク・ライフ・バランスなど、男性・女性が働きやすい職場環境づくりの推進に

向けた啓発・支援を行い、「大阪市女性活躍リーディングカンパニー認証企業」の増加につなげた。 

・男性の育児・介護休業等の取得促進など、男性の家庭参画に向けた意義や必要性の啓発及びノウハウ

等の提供を行った。                             

 

女性の多様な 

働き方の実現 

・育児や介護をしながら働き続けられるよう、仕事と家庭の両立に向けた情報提供や女性自身のキャリ

アアップの支援を行った。                          

・未就業の女性と企業とのマッチングや起業したい女性の相談を行った。   

・女性起業家の支援を行った。                                                        

 

大阪市役所に 

おける働きや 

すい職場づく 

りと女性の 

参画拡大 

・育児休業等の取得に伴う欠員にかかる本務職員での代替措置、テレワーク制度の拡充等、職員の働き

やすい環境を整備するため働き方改革を実施した。                                   

・男性職員の育児休業等の取得率向上とともに、男性職員自身に対する育休取得に向けての意識啓発を

実施した。                                                                        

・女性職員特有の悩みや不安を共有し、自分らしくいきいき働くことや多様な働き方について、考える

取組を実施した。                                                          

 

現状分析・課題認識 

・大企業に比べて中小企業は、経営者や管理職層の意識の影響が大きく、女性活躍推進の取組も進展しにくい傾向が見

受けられるため、女性活躍推進の取組に対する理解や啓発をより一層進める必要がある。                                               

・「男性は仕事、女性は家庭」のように、性別を理由として役割を固定的に分ける「性別役割分担意識」や、「女性は受

付を行うもの」といった差別・区別を生じさせる無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）が根強く、女性へ

の家事・育児の負担がまだまだ大きいので、意識啓発とともに企業の環境整備も進めていく必要がある。 

・男性の育児休業の取得は進んできたものの、女性に比べて取得率は低く、取得期間の長さも女性に比べると非常に短

い。            

                     

今後の施策の方向性 

・特に中小企業における女性活躍推進や理解を進めるため、経営者層や管理者層に対するアプローチや効果的な意識改

革を推進する。                            

・女性も男性も働きたい全ての人が、家事・子育て・介護等と両立しながらいきいきと働くことができるために、長時

間労働を是正し、多様で柔軟な働き方の実現に向けた職場環境改善の取組を促進するとともに、固定的な性別役割分

担意識や性差に関するアンコンシャス・バイアスの解消に向けた取組を推進する。          

・特に女性がキャリアを形成していくためには、仕事と家事・育児等の両立支援に加えて、女性特有の症状を踏まえた

健康への理解・支援等の「健康との両立」も求められてきており、このような観点も取り入れた啓発を推進する。 

・男性が育児休業等を必要な期間に確実に取得できるなど、働く場の環境整備を推進する。      

・男女共同参画センターを拠点とした啓発・周知、他機関との密接な連携を推進する。         

 



施策分野Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大                                                                        

【基本的方向②】 地域における女性の参画拡大                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

女性の地域活 

動への参画促 

進のための環 

境づくり 

・地域活動の企画・運営に女性の視点を取り入れる意義・重要性や、地域で活動している女性の活躍事

例について情報発信するなど、地域活動団体等に対する女性の地域活動への参画拡大に向けた啓発を

実施した。                                  

・日々取り組まれる地域活動において、地域団体に、出前セミナー等を実施し、女性の視点を取り入れ

るよう促すとともに、方針決定過程における女性の参画の重要性についての啓発を実施した。 

 

地域で活躍す 

る女性の 

育成・支援 

・女性チャレンジ応援拠点において、相談対応や活動の知識・ノウハウを学べるワークショップ等の開

催、活動のレベルアップやネットワーク拡充につなげる情報交流の場の提供、ロールモデルなど活動

事例の情報発信等を実施した。                        

 

現状分析・課題認識 

・地域活動の場において地域の組織や団体の長など活動の方針決定過程への女性の参画が進んでいない。 

・女性チャレンジ応援拠点においては、事業目標を達成しているが、よりチャレンジ応援拠点の存在意義を高め、地域

活動における女性の参画拡大に結び付ける必要があることから、支援の方策の見直しや改めてニーズを把握する必要

がある。                                                                                 

 

今後の施策の方向性 

・女性が様々な地域活動において活動内容の企画・方針決定に中心的な役割を果たしていけるよう、特に男性に対して

女性が参画することの意義の浸透を図る。                                             

・女性チャレンジ応援拠点の周知に努めるとともに、利用者のニーズを把握し、そのニーズ内容を事業に反映して展開

できるように検討していく。 

                                                                  



施策分野Ⅱ  安全で安心なくらしの支援                                                                       

【基本的方向③】女性に対するあらゆる暴力の根絶               

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

女性に対する 

暴力の予防と 

根絶のための 

基盤づくり 

・各種相談窓口や様々な支援制度について、必要な情報が確実に届くよう効果的な広報・周知を行うな 

ど、女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくりを進めた。       

・「女性に対する暴力をなくす運動」（毎年 11 月 12 日から 25 日までの２週間）期間において、各区役

所等関係機関と連携し、大阪府と連携した取組を行う等、積極的な周知啓発活動に取り組んだ。・男

女の対等なパートナーシップや暴力を伴わない人間関係を構築し、将来の加害者、被害者、傍観者に

させないため、市内中学生向けのデートＤＶ防止啓発リーフレットを作製・配布し、あわせて学校教

育の場において、啓発教材を活用したデートＤＶ防止の啓発・予防教育授業を実施した。 

・上記リーフレット等を活用して、DV 専門相談、性暴力救援センター等各種相談窓口の周知を行った。 

・こどもたちが、自己肯定感を高め、命を大切にし、相手を思いやり、自分の将来について具体的な目

標をもつことをめざし、生きる力を育む性に関する指導（生・性教育）」を推進した。    

・「生きる力を育む性に関する指導の手引き」改訂に合わせ、各校から提供された指導例及び性に関す

る指導に係る外部講師の活用例をまとめ、市内学校へ周知した。            

 

DV 被害者と 

家族への支援 

・大阪市配偶者暴力相談支援センター、区役所保健福祉センター、こども相談センター、警察など関係

機関が連携し、ＤＶ被害者の安全確保や福祉制度の活用、身体的ケア、心理・社会的なケア等の自立

に向けた支援を行うなど、男性を含むＤＶ被害者とその家族への支援に取り組んだ。 

・母子生活支援施設等の社会福祉施設を活用した緊急一時保護を実施した。     

・ＤＶ被害者の安全確保のための同行支援を実施した。              

・一時保護施設にケースワーカーやカウンセラーを配置し、ＤＶ被害者と同伴家族への心のケアの支援

を行った。                                 

・令和４年度から一時保護施設退所後のアフターケアを開始した。         

・ＤＶ被害者に対する福祉制度等に関する情報提供及び各種制度の活用によるＤＶ被害者の自立支援 

を行った。                                 

現状分析・課題認識 

・DV 相談件数は、配偶者暴力相談支援センターを設置した平成 23 年度から増加を続け、令和２年度は新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響もあり、令和元年度と比較して約３割増加。令和５年度は 3,599 件で、令和４年度と比較して

微減であるが高い傾向が続いている。                            

・児童虐待と DV は密接な関連性があり、相互に重複して発生していることを踏まえ、児童虐待対応との連携した取組 

 が必要である。                                      

・男性被害は、被害が潜在化しやすい傾向にあるため、相談しやすい環境づくりが必要である。   

・ＤＶ関係相談機関や窓口の認知度が低いため、周知、暴力の防止に向けた啓発が必要である。   

 

今後の施策の方向性 

・女性に対する DV、ストーカー、性暴力・性犯罪等の暴力の根絶に向けて、職場、地域、学校など様々な場を通じて予

防教育・啓発を充実するなど、暴力を断じて許さないという社会規範の醸成に向けた取組みを進める。 

・性暴力の加害者、被害者、傍観者にならないようにするため、生命の尊さを学び、性暴力の根底にある誤った認識や

行動、また性暴力が及ぼす影響などを正しく理解したうえで、生命を大切にする考えや、自分や相手、ひとりひとり

を尊重する態度等を発達段階に応じて身につけることを目標とし、命の安全教育を推進する。 

・若年層への啓発を実施するにあたり、SNS 等多様なツールを活用した効果的な周知啓発を実施する。 

・相談窓口の認知度の向上に向けた取組を進める。                        

・被害者や暴力の形態に多様な形があることから、相談及び支援体制の充実を図る。         

・被害者の心身の回復や自立支援について、困難な問題を抱える女性の支援施策の中で新たに実施していく。 

 



施策分野Ⅱ  安全で安心なくらしの支援                                                                           

【基本的方向④】生涯を通じた健康支援                    

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

女性の生涯を 

通じた健康保 

持・増進のた 

めの施策の推 

進 

・子宮頸がん、乳がんや更年期の心身の健康問題などについての検診の受診や疾病に関する正しい知識

などの啓発・情報発信等を推進した。                       

・身近な地域における生涯を通じた主体的な健康づくりを支援した。           

・安全で安心な妊娠・出産を確保するため、周産期医療の充実に向けた支援を行った。   

 

男女の健康を 

おびやかす問 

題についての 

対策の推進 

・健全な食生活や健診受診など生活習慣病の予防に係る啓発を行った。          

・早期発見・早期治療につながるがん検診等の受診啓発を行った。            

・心の健康相談や心の病気で困っている本人、家族、支援者に対して専門的見地から助言や指導を行っ

たり、精神保健に関する正しい知識の普及、啓発を行った。              

・若者のギャンブル、アルコール、薬物依存等に対する啓発を実施した。         

・こどもたちが自己肯定感を高め、命を大切にし、相手を思いやり、自分の将来について具体的な目標

をもつことをめざし、「生きる力を育む性に関する指導（生・性教育）」を推進した。    

・HIV/エイズを含む性感染症について正しい知識や感染予防等にかかる普及啓発を実施した。 

現状分析・課題認識 

・がんは、大阪市の死亡原因の第 1 位であるとともに、その年齢調整死亡率において、依然として全国を上回る状況が

続いており、早期発見、早期治療につなげることが必要であり、がんに対するヘルスリテラシーの向上が重要である。 

・大阪市の女性における要介護原因疾患の第１位が骨折・転倒となっているものの骨折するまで無症状で気づかれてい

ないことも少なくなく、生活習慣の改善と早期の治療介入を行い、骨折を予防し介護予防につなげるために骨粗しょ

う症検診の受診率の向上が重要である。                     

・周産期医療体制の整備は、厳しい勤務環境や医療事故等のリスクがあり、環境の整備と医師の確保が大きな課題であ

る。                                              

・健康寿命の延伸には幼少期により良い生活習慣を獲得し、青壮年期以降も継続して健康的な社会生活を送ることが 

重要である。                                      

・依存症は治療と支援により回復が十分可能な疾患であるが、当事者が依存症と認識を持ちにくい。引き続き啓発を実

施していく必要がある。                                     

・若年層へ性感染症等について発信する機会が少ないため、学校教育の中で機会がある時期から十分に普及啓発を行い、

学校卒業後においても継続し正しい知識を持ってもらうようにする。             

 

今後の施策の方向性 

・がん検診の効果的な啓発・受診勧奨を行うとともに受診環境等を工夫し、がん検診の受診率の向上をめざす。 

・骨量のピークは 20 歳とされているため、若年層も含めた市民への受診機会の提供を実施するとともに、乳がん検診や

イベント等と同時実施するなど、受診しやすい環境整備に取組む。                   

・地域の実態を踏まえた生活習慣病の予防や健康について計画的に講座を実施したり、市民が気軽に相談できる個別相

談も実施する。                                          

・依存症対策の企画立案や相談、医療、回復のワンストップ支援を行う拠点として依存症センターを新たに設置し、総

合的な取組を進める。                                       

・学校教育の中で機会がある時期から十分に普及啓発を行えるよう、小中学校の教職員に対し、HIV 感染症・性感染症 

に関する研修を実施する。                                     

 



施策分野Ⅱ 安全で安心なくらしの支援                                                                        

【基本的方向⑤】生活上の困難に直面するあらゆる女性等が安心して暮らせるための支援   

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

生活上の困難 

に直面する女 

性等への自立 

支援 

・生活保護に至る前の段階での生活困窮者の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者を早期に把握

し、個々の状況に応じた支援プランを作成するとともに、各相談窓口へつなぎ、関係機関や地域のネ

ットワーク等と連携して自立できるように支援した。                  

・ひとり親家庭に対して、就業支援や養育費確保に向けての支援、相談・情報提供などのサポート体制

の充実を行った。                            

・支援の必要なこどもや世帯を学校において発見し、区役所等の適切な支援につなぐ仕組みを構築した

ほか、地域でこどもの貧困などの課題解決に取り組む団体や企業、社会福祉施設等が参加するネット

ワークづくりを支援した。                              

・家庭の経済状況等によるこどもの進学機会や学力・意欲の差が生じないための生活困窮世帯等のこど

もへの学習支援や、学校への支援有実に向けた 24 区へのスクールソーシャルワーカーの配置等を推

進した。 

 

高齢者・障が 

いのある人等 

が安心して暮 

らせる環境の 

整備 

・「気にかける・つながる・支えあう地域づくり」、「だれでも・いつでも・なんでも言える相談体制づ

くり」のもと、住民全体の地域課題の解決力強化と見守り活動の充実や相談支援体制の充実、福祉人

材の育成・確保を推進した。                            

・高齢者がいきがいをもって安心して生活できるよう、地域包括ケアシステムの深化・推進に関する取

組み、介護予防・健康づくりの充実・推進にかかる取組、認知症施策に関する取組を推進した。 

・障がいのある人への偏見や差別意識が払拭され、誰もが地域で安心して住み続けられる市民参加のイ

ンクルーシブな社会の実現をめざし、生活支援のための地域づくりやライフステージに沿った支援等

の取組を実施した。                                

・支援を必要とする人が地域社会に参加し、ともに自立した生活を送るための支援に取組んだ。 

・今後認知症等により判断能力が不十分な高齢者等の増加が見込まれることから、成年後見制度等の利

用促進のため、権利擁護支援体制の強化に向けた取組を推進した。  

          

性の多様性の 

尊重について 

の啓発の推進 

等 

・性の多様性の尊重についての市民の理解促進のため、人権啓発情報紙や広報用動画を活用した取組を

実施した。                               

・LGBT などの性的少数者が直面している課題等の解消に向けた企業や団体の取組を推進した。 

・LGBT などの性的少数者がその人権を尊重され、自己実現をめざして生きがいのある人生を創造する

ことができる自由、平等で公正な誰もが生きやすい社会の実現に向けた取組を推進した。 

 

現状分析・課題認識 

・生活困窮者の早期自立に向け、総合的な相談支援をはじめ幅広い対応が必要である。           

・令和６年 8 月より女性相談支援員が中心となり、様々な困難な問題を抱える女性からの相談に応じて、福祉サービス

の利用や居所の確保に係る調整、医療機関への動向など、自立に向けた寄り添い支援を実施している。引き続き、現

状やニーズを把握しながら、困難な問題を抱える女性への支援施策を一層推進していく必要がある。    

・令和６年に民法改正があり、離婚時の共同親権の導入や養育費の履行確保、親子交流の実現に向けた規定の見直しが

なされ、今後ひとり親家庭を取り巻く環境が大きく変わっていくことが予想されるため、情報収集及びニーズの把握

に努めながら必要な支援について検討していく必要がある。                  

・複合的な課題を抱えた人や世帯、地域で埋もれがちな要支援者に対し、相談支援機関・地域・行政が一体となって支 

援する仕組みが必要である。                                    

・福祉・介護人材が不足し、将来も大幅な人材不足が予測される中、福祉に関する理解促進など人材の確保・育成のた

めの取組が必要である。                                      

・高齢者が身近なところで気軽に相談・支援を受けられる体制を整備するとともに、介護予防や高齢者がいきいきと生

活を送ることができる仕組みづくりを一層進める必要がある。                    

・認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症への理解と支援が進み、認知症になっても自分らしく暮らし続け

ることができる社会の実現をめざす必要がある。                           



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・自らの権利を主張しにくい障がい者や高齢者の虐待の未然防止や早期発見及び適切な対応について、的確な対策を行

っていく必要がある。                                    

・性の多様性の尊重についての市民の理解促進の取組を継続して実施していく必要がある。     

 

今後の施策の方向性 

・生活困窮者早期自立に向け、各区自立相談支援窓口等における総合相談支援や自ら支援を求めることが困難な若者等

への積極的なアウトリーチ支援を行っていく。                            

・困難な問題を抱える女性への支援について現状やニーズを把握しながら、必要に応じて体制の拡充を検討していく。 

・ひとり親家庭の就業支援、養育費のトータルサポートに取り組むとともに、特に若年ひとり親家庭を対象とした支援

の充実を図っていく。                                 

・国が示す重層的支援体制整備事業の考え方を踏まえ、包括的な支援体制の整備を引き続き進める。                             

・今後ますます多様化・増大化していく福祉ニーズに対応できるよう福祉・介護人材の確保・育成を進めていく。      

・高齢者が気軽に相談・支援を受けられる体制を整備するとともに、介護予防の取組みの更なる推進を図り、高齢者が 

 いきいきと生活を送ることができる仕組みづくりを進める。                      

・認知症への理解と支援が進み、認知症になっても自分らしく暮らし続けることができる社会の実現をめざす。 

・障がい特性に応じ、区域全体の対応力強化など様々な相談・支援体制の充実を図る。           

・虐待の知識・理解の普及啓発、専門的対応に向けた取組、成年後見制度の利用促進を進める。       

・性の多様性の尊重についての市民の理解促進を進める。                    

・LGBT などの性的少数者がその人権を尊重され、自分らしく生きることができる社会の実現に向けた取組を進める。 

 



 

施策分野Ⅲ 持続可能な男女共同参画社会の実現に向けた環境づくり                                                                         

【基本的方向⑥】男女共同参画の視点に立った各種制度等の整備         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

男女の多様な 

選択を可能に 

する育児・介 

護の支援基盤 

の整備 

・男女がともに仕事や家庭の責任を担い、多様な生き方、働き方を選択できるよう、多様な保育ニーズ

への対応や地域での子育て支援など育児支援基盤の整備と、家族介護等支援事業、介護用品の支給等

の支援や介護の居宅・施設サービスの充実など介護支援基盤の整備を進めた。                   

・全市立幼稚園における就学前における幼児教育相談や在園児対象の園庭開放や、各園の実情に合わせ

た未就園児園庭開放等を実施した。                          

・こどもの健やかな育成と家庭や地域の教育力の向上をめざして、地域の子育て団体等と連携し、子育

てに役立つ講座や情報発信を行った。                         

相談体制の 

充実 

 

・男女共同参画の視点に立ち、女性の様々な悩みにかかる女性総合相談、男性の悩み相談、子育てに関

する相談などを実施しており、多くの方に利用していただけるよう、相談窓口の認知度向上に向け広

報・周知を行った。                           

 

現状分析・課題認識 

・こどもがいて、夫婦ともに就業者である共働き世帯が増加しており、多様なライフスタイルで子育てできる保育サー

ビスの充実が求められている。また、就学前児童の定期的な保育所等の利用がすべての年齢で増加しており、引き続

き保育所整備等により入所枠の確保を進める必要があるとともに、必要な保育士を確保し、利用するこどもの健康の

保持・増進や安全で安心な保育の提供に取り組むなど、保育の質を確保していく必要がある。          

・子育てに経済的な負担や孤立感を抱くことなく、多様な働き方や生き方を選択できる社会的な仕組みを充実させるこ

とが重要。 

・重度の要介護者、単身又は夫婦のみの高齢者世帯及び認知症の人の増加、働きながら要介護者等を在宅で介護してい

る家族等の就労継続（介護離職ゼロの推進）や負担軽減の必要性等を踏まえて、必要となる在宅サービスや施設居住

系サービス等を充実させていくことが重要。                                        

・核家族化の進展や地域のつながりの希薄化など家庭をめぐる環境が変化している中で、幼児期の子どもがいる保護者

は身近な人から子育てに関する助言や支援、協力を得ることが難しい状況にある。            

 

今後の施策の方向性 

・自分にあったライフスタイルで安心してこどもを生み、育てることができ、こども自身ともに健やかに成長できるよ

う妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援の仕組みや環境を充実させる。          

・子育て期に健康で自己肯定感とゆとりをもってこどもと向き合えるよう支援する。        

・高齢者自身や介護する家族が福祉サービス等を適時・適切に利用できるよう、地域包括支援センターや地域のケアマ

ネジャー、さらには見守り相談室等の関係機関との連携のもと周知に努め、高齢者や介護する家族が安心して暮らせ

る環境づくりを進める。 

・幼児期の保護者が気軽に具体的に相談できる場として園庭開放など、引き続き近い年齢の幼児と保護者が交流できる 

場を提供していく。                                                                               

・地域の子育て団体等と連携し、子育てに関する事業を協働で実施していく。                 

 



施策分野Ⅲ 持続可能な男女共同参画社会の実現に向けた環境づくり                                                                           

【基本的方向⑦】男女共同参画を推進する教育・啓発の充実           

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

男女共同参画 

の理解促進、 

情報発信 

 

・男女共同参画の意義、重要性についての理解を促進するため、男女共同参画週間や女性に対する暴力

をなくす運動、地域イベント等の様々な機会を活用し、地域団体等と連携しつつ啓発活動を行った。 

・地域や企業に出向いて、男女共同参画の視点から身近な課題を取りあげた講座を実施した。 

・HP や SNS を初め、情報誌、ポスター・チラシ等様々な広報媒体を活用して、男女共同参画や女性活

躍推進にかかる意義、重要性、取組などについて広く情報発信を行った。     

・男女共同参画にかかる調査・研究を行った。                  

・男女共同参画に関わる図書・統計情報等を収集・整備し、市民等へ提供した。   

・女性の人権、男女共同参画の視点からの適切な広報・情報発信を推進した。    

・学校における教育活動全体を通して、積極的かつ具体的なジェンダー平等教育を推進した。 

 

男性、女性の 

意識改革の 

促進 

 

・男女の固定的な性別役割分担意識の解消に向け、様々な広報媒体や機会を活用して啓発を実施した。 

・男性が、家事・育児・介護等に積極的に参画できるよう、男女共同参画センターの事業や地域のイベ

ント等を通した啓発や、職場における男性への理解促進、必要な広報・啓発等を行った。 

                                    

多様な選択を 

可能にする 

教育・学習 

機会の充実 

・小中学校において、将来の視野を広げるキャリア教育を促進した。            

・これから就職しようとする若者に対し、多様な働き方や仕事と家庭を両立することの意義等について

考えてもらう機会を提供し、自分にあった生き方、働き方を主体的に選択していく意識啓発の取組を

行った。                                  

・保護者が家庭において、子どもの発達段階に応じた適切な子育てや教育ができるよう、保護者として

の学びや育ちを支援した。                             

 

現状分析・課題認識 

・男女平等・男女共同参画・性の多様性などについての理解促進など、学校、職場、地域等のあらゆる機会を通じて教 

 育・啓発活動を展開しているが、学校教育の場での平等感は進んでいるものの、職場や地域等社会のあらゆる分野 

で平等感が浸透しているとは言えない状況である。                  

・固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男女ともに家事・育児・介護や地域活動への自発的な参加が進むよう、啓

発を実施しているが、まだまだ固定的な性別役割分担意識は根強く残っている。     

・家庭状況の多様化や地域社会のつながりの希薄化を背景に、身近な人から学んだり助け合ったりする機会が減り、不

確かなものも含め、情報が氾濫している中で、子育てに不安を感じたり、孤立を感じている保護者が多い。  

・近年、起業体験活動、アントレプレナーシップ教育、探求学習、課題解決型学習等も着目されており、キャリア教育

の多様化が進んでいる。                                       

 

今後の施策の方向性 

・次代を担う若年層に対し、性別役割分担意識により自身の将来の選択が狭まらない意識づけを推進する。 

・学校園に「女性の人権」を取り上げて実践を進めるとともに、「LGBT を理由とする偏見・差別」も同様に指導し、

学校文化としてジェンダー平等社会の実現をより深く意識させていく。                 

・特に若い世代に対して、一人ひとりの個性と能力が発揮できるよう、また、これから就職しようとする若者が生き方

や働き方を主体的に選択できるよう、多様な働き方や仕事と家庭の両立について考える機会を提供する。 

・時勢に応じた情報ツールを活用し、対象とする人たちに情報を送り届けるプッシュ型の情報発信を検討する。 

 



施策分野Ⅲ 持続可能な男女共同参画社会の実現に向けた環境づくり                                                                           

【基本的方向⑧】防災・復興における男女共同参画の推進            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

男女共同参画 

の視点を踏ま 

えた地域防災 

の推進 

 

・地域防災計画の推進や地域防災活動において、男女共同参画の視点を反映した取組を進めた。 

・地域防災活動、特に避難所運営などに女性の視点を入れることや、企画段階からの女性の参画が必要

であることなどについて、地域を対象としたセミナーや防災訓練等の場を通じて情報提供・啓発を実

施した。                           

・民間団体が主催する「地域防災女性ファシリテーター養成講座」と連携して啓発を行った。 

・本市 HP に男女共同参画の視点からの防災の専用ページを作成し、災害への備えや対応に役立つ情報

を発信した。 

                                

現状分析・課題認識 

・近年、大規模災害が多発する中、防災の備えの重要性の認識は進んでいるが、男女共同参画の視点をふまえた防災の

取組はまだまだ進んでいない。                       

・地域防災リーダーに女性が少なく、人材育成も必要である。            

・平時から男女共同参画の視点に立った防災の取組を一層進めていくことが必要である。 

 

今後の施策の方向性 

・災害発生時に女性の視点を反映した避難所運営ができるよう、平時における防災活動から女性の参画を促進し、避難

所運営等においてリーダー的な役割を果たすことができる女性を増やしていく。   

・これまで民間で育成されてきた防災に係る人材が、各地域にて開催する防災訓練等において当該地域の自主防災組織

と連携できるような仕組を検討していく。                            

・特に女性が防災に関心を持ち、地域防災力向上に寄与してもらえるよう、民間とも協働した仕組づくりを検討してい

く。                                            

 



施策分野Ⅲ 持続可能な男女共同参画社会の実現に向けた環境づくり                                                                           

【基本的方向⑨】国際社会と強調した多様性に富んだ取組の推進         

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次男女共同参画基本計画に基づくこれまでの取組（R３～現在） 

男女共同参画 

にかかる国際 

的取組の情報 

発信 

・男女共同参画に関する海外の動向や取組等の情報を収集し、わかりやすく市民に発信した。 

・世界女性会議や国際女性デー、SDGs などの国際的な取組の紹介、情報発信を行うなど、国際協調の

もと、男女共同参画の取組を進めた。                       

多文化共生の 

視点を踏まえ 

た女性への支 

援 

・外国人が地域で孤立しないよう、また、女性がさらに社会的に不利な立場とならないように多言語で

の生活支援や相談窓口の情報提供を行った。                 

・大阪市立図書館において、外国資料の充実、外国語の絵本等を活用した行事の実施、日本語に習熟し

ていない人のための図書館案内の充実、電子書籍（外国語・日本語学習用図書）の利用促進、学校等

に向けた外国語資料の団体貸出についての周知・活用促進を行った。           

 

現状分析・課題認識 

・日本のジェンダーギャップ指数は国際的に低く、特に政治分野や経済分野では低い水準となっている。 

・国際的にはあらゆる取組について常にジェンダーの視点を確保し、施策に反映することが重要となっている。 

・国際的な動きや状況について情報収集し、わかりやすく市民へ提供し理解を深めてもらうことは、男女共同参画に対

する市民意識を醸成するうえで重要である。                        

・令和６年 12 月現在、大阪市は、政令市の中で外国人住民が人口・比率とも最多となっている。 

・少子高齢化、人口減少の時代において社会の活力を維持していくためには、外国人住民を含むすべての人々が最大限

にその能力を発揮できるようなまちづくり、社会づくりが必要である。            

 

今後の施策の方向性 

・男女共同参画に関する海外の動向や取組等の情報を収集し、わかりやすく市民に情報発信を行うなどにより、 

 国際協調のもと、男女共同参画の取組を進める。                      

・外国人住民が増えている昨今、特に外国人女性は言語の違い、文化・価値観の違い、地域における孤立等、生活上必

要な情報の不足やＤＶ被害などの悩み事を抱えている場合があることから、男女共同参画の視点をもって多文化共生

の施策を推進していく。                                

 


